米大統領と外交政策 : 二つの大統領職への理解 by 浅川 公紀










































































	 一九八三年にグレナダに米軍が配備された。レーガン大統領が配備の論理的根拠を説明する めにテレビに出た後、この作戦への支持率 約三〇％上昇した。
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状態を戦争と考えるかの定義の段階から存在してきた。連邦最高裁判所は一八六二年に、戦争は議会による公式の宣戦布告がない状態でも、戦闘状態が存在すれば戦争と見なされるという判決を下した。また過去においても、議会の宣 布告なしでも戦争が行われてきた例が多く、それが既成事実化している。米国史上、米国はいわゆる戦争を一二五回以上経験してきたが、その中で議会が公式に宣戦布告をしたのは、一八一二年 、米西戦争、メキシコとの戦争、第一次大 第二次大戦の五回だけである。　
大統領は歴史的に、宣戦布告なしの戦争を軍の最高司令官としての権限を根拠に弁護してきた。アレクサン






行権限をめぐる議論を引 起こし 。米国憲法 宣 布告の権限を議会に付与し、大統領に 軍最高司令官としてすでに開始された戦争を指揮する権限を与えた。ジョージ・ワシン ンは一七九三年に英仏戦争で 立を宣言したが、議会の権限を奪ったと批判が起こり その後中立宣言の権限も議会に属すること なってい
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ルーズベルト自身、その合憲性 疑問があることを認め が、議会は異議 唱えなかった。　
ハリー・トルーマンは北朝鮮が韓国に南進開始した二日後に、米韓間に相互防衛協定はなく韓国政府から要








































いないため、それが通知なのか、助言を求めるのかも大統領の判断になる。ある意味では、戦争権限決議は大統領に議会の事前承認なしで米軍部隊を派遣する法的権限を与えたこと 現実的には、海外で緊急の軍事危機が発生し 場合に大統領は議会の事前承認を得 時間がない可能性が高く、議会も現地の情報は大統領に依存しなければならず慎重に検討することができない可能性が強い。ま 米国の公衆も危機に際しては大統領を中心に結束しようとする力が強く働き、議会は大統領 支持せざる えなくなる可能性が強い。議会は不十分な情報をもとに米軍部隊派遣の可否を決め よりも、当初は大統領に派兵の判断を委ね、より情報が入ってきた段階で一定の時間をかけて 兵 承認あるいは撤兵を決める方がいいと考えた。ニクソン大統領は、決議が大統領の軍最高司令官と ての憲法上 権限 侵害し、米軍撤収期限を定めることは危機 より深刻化させると考えて、戦争権限決議に拒否権を行使した。議会はそ 後 ニクソン大統領の拒否権を上下両院での表決で覆した。　
カーターのイラン人質救出作戦、レーガンのグレナダ侵攻作戦やリビア爆撃などは、前日あるいは数時間前







議会は圧倒的多数でこの決議を承認した。国際テロとの戦いが最優先課題になった。議会側から戦争権限法を盾に反対する動きは全く起こらず、大統領の戦争権限を議会もほぼ無条件で支持した。共和党も民主党も、有事にあって大統領と一致団結するという立場で大統領のアフガニスタンへの軍事行動を支持し、米国 の大統領への支持率も九〇％前後という記録的高水準に達した。ブッシュ大統領はこの記録的な高支持率を活用して、 「テロとの戦い」という大義名分 もとに国内、対外的に大統領権限を強化する一連の措置を打ち出した。連邦捜査局（ＦＢＩ）など法執行機関の捜査権限を大幅に強化するペトリオット（愛国）法を議会に提出、制定し、大統領の行政権限を大幅に強化した。　
さらに二〇〇三年三月にはイラク戦争を開始した。ブッシュ大統領は、サダム・フセイン政権の大量破壊兵






































はベトナム戦争後に大統領に対して権限を り強く主張するように り、 交渉 もより大きな役割を求めるようになった。憲法は議会 州際通商を規制する権限を与え い もあって、 く 上下両院の承認必要とする通商協定の批准 おいて権限を強く主張した。　
カーターは中国と国交樹立したが、中国側の要求に応じて一九五八年の米台（湾）相互防衛協定を議会との





































言を含めたりするのを防止するために、テクニックを活用してき 。一つは、条約の代わりに実施取り決めなどの行政協定 結ぶことで、上院の承認を回避するという方法である。も 仮に大統領 締結した条約 上院で否決された場合、廃棄される。こうし ことを回避するため 大統領 上院の同意を必要としない行政協定をしばしば結ぶことがある（表
2参照） 。もう一つは、条約締結前に条約の文言に対して修正を加えず、調




































的効力の点では、国際的には条約同様の効力をもつが、国内的には最高の法ではなく条約に劣るものと解されている。大統領による行政協定の締結について憲法上の明文はなく、大統領 行政権の一部とみなされ、議会の制度的直接的参加事項ではなかった。この行政協定の特色は上院の同意を必要としないということであり、そのため、しばしば上院の同意を回避する手段として、行政協定の名の下に重要な協定が されることがあり、条約に代わる便宜 手段として乱用されてきた。　
このように政府間の合意には上院の三分の二以上の支持による承認を必要とする条約以外に、上院の批准を
必要としない行政協定と呼ばれる行政合意（行政取決め）もある。 大統領が独自の権限で外国 結ぶことができる合意だが、その実施に連邦予算が必要 なる場合は、上下両院各々による単純過半数による承認を必要 する。ただ の定義が明確 なく、どういう内容 合意が条約による合意を必要とし、どういう内容が行政協定で事足りるのかがはっきりしていない。また行政協定には秘密協定もあり、議会 も結ばれたことが秘密にされ 合意もあ 。傾向と ては、条約に代わって が増加してきてお 政府間合意の大半は行政協定である。　
有名な行政協定の一つは一九四〇年、フランクリン・ルーズベルト大統領がウィンストン・チャーチル首相


































































示するこ を義務付けた。ただ秘密行政協定に関しては、上下両院の外交委員会に限定して開示すればいいとした。秘密行政協定は外交委員会の委員長にだけ開示され、委員長は他 議員にそれを開示 ない傾向があったため、秘密行政協定に 余り透明性は保証されなかった。　
大統領が行政協定の定義が明確でなく大統領がそれを自由に解釈できることを利用して、合意を議会に開示





















































第二次大戦以降、発展途上国が植民地から独立した時点から、一層頻繁に用いられるようになった。発展途上国は先進国の財政的・技術的・教育的援助を受けて自国の政治的安定、経済的発展、あ いは、軍事的安全保障をはかる必要があった。先進国も発展途上国の資源および市場を求めて援助をする必要があった。海外援助には、外 への武器売却・供与も含まれている。海外援助は米 年間予算の一％未満で、海外援助の対国内総生産（ＧＤＰ）比で米国に勝る国はいくつかあるが、海外援助の総額では米国は世界でも断然トップである。米国の海外援助の最大のものはイスラエルおよびエジプトへの対外軍事援助で、これは一九四〇年代に始まり、一九七〇年代初期 中東危機、石油危機におい 中東地域の安定と石油価格の安定 ために援助額が急増した。イスラエルとエジプト両方に援助が行われているのは、中東地域における力のバランスを維持し、地域の安定を促進するためである。その後は、過激派テロ組織に脅かされている国々へ 支 が増加している。　
軍事援助に比べ人道支援や民主主義促進のための援助に充てられる額は小さい。一例をあげると、米国は




















との合意、秘密政治軍事工作など外交を実施する主導的役割を維持してきた。その背景には、大統領が外交に関して最も多くの情報を持っているという事実と外交において大統領が柔軟に外交を促進できるようにしたいという議会の願望、大統領が外交を主導することに議会が慣れっこになってきたという事実などがあった。しかし議会は特定の状況下においてのみ大統領に外交の自由と裁量権を与えてきた結果、大統領があらゆる状況下において外交の自由と裁量を当然のことと考える状況を生み出してきた。それでも外交政策の運用が順調 い ている間はよかったが、一九六〇年代、七〇年代 ベトナム戦争の破綻が深刻になるにつれ、大統領の外交における権力濫用、判断ミス 露わになり、議会、米国民の大統領の外交への不信が強まっ 。この結果、議会が大統領の外交権限を抑制し、 外交での役割を強化する動きを強めてゆくこと なる。一九七二年には議会は交との行政協定締結における議会の役割を拡大し 三 にはインドシナで 戦闘活動に連邦資金を使うことを禁止する法律を制定した。一九七〇年代半ばには、議会はＣＩＡ活動 規制を強化し、大統領の海外援助における権限を抑制する一連の法律を制 た。ウォーターゲート事件を通じて政治的な影響力を失ったニクソン大統領は、こうした議会の外交分野への進出に対して無力で、それを許容す しかなかった。カーターも内政、外交で経験がなく、そ 政策も失敗が多く 進出のモメンタムを抑制できなかった。　
議会が外交における役割、権限を拡大することは、必ずしも好ましい結果を生まなかった。一人の大統領に
比べ、議会は上院一〇〇人 下院四三五人の五三五人 員から構成され おり、議員はそれぞれ独自のへの考えを持っており、様々な利益団体の影響 受ける立場にある 法案に対する議員の態度や考え方を左右するのは上下両院ともに、それぞれの議員の思想や選挙区の利害関心である。共和党であろうと民主党であろ
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2（（
うと、所属政党が議員のこうした考慮に優先することはないといっていいほどである。選挙区の利害に関わる外交政策については、 は「選挙区大使」として選挙区の重要な利益を重視し、それぞれの選挙区における利益の委任代表とし 行動する。議会の組織を考えても、上院 一七の常設委員会のうちの一四委員会、下院の二〇の常設委員会のうちの一七委員会が外交に何らかの権限を持って る。このため多様な委員会、議員を調整し、外交政策を統合して一貫した政策をまとめあげるのは不可能に近い。議会が外交政策立法過程で 行政府に対 て完全に独立の立場で活動するのが委員会で る。こ 委員会制度は、米国ならでは 多元的な利益を 立案過程に吸収する が目的である。　
議会の過剰な外交への関与の弊害の例としては、一九七〇年代後半のパナマ運河条約交渉、ニカラグア、ジ
ンバブエに関する交渉などがある。一九七八年には条約批准の権限をもつ上院の個々の上院議員が独自にパナマ詣でを行って、パナマ政府との交渉を行い、混乱を招いた 一九七九年には中米ニカラグアのソモサ大統領（当時）退陣に関する交渉、ジンバブエ・ローデシアの白人と黒人の人種対立の解消に向けての交渉では、米政府の交渉代表だけでなく、議員も交渉に参加した。この状況 、諸外国から見て、米政府において誰が米外交の正式な代表として交渉に責任を持っ いる かにつ て 引き起こすこ になり、外交 マイナスになった。　
一九八〇年代になると、議会の外交政策への関与増大が混乱を引き起こしているという反省が、議会内から







なっており、議員、議会も外交政策への関与を増大せざるをえない状況が今後も続くことが予想される。米ソ冷戦時代には米国としてソ連に対して統一した政策を打ち出す必要から、議会が大統領の外交政策を支持し、団結を示してきた。しか ソ連が崩壊 、冷戦が終結した現在、議会がこうした結束を示す必要が薄れている。二〇〇〇年 入っても、ブッシュ（息子）がイラクの核兵器など大量破壊兵器の開発、備蓄、テロリストとの繋がり 口実に二〇〇三年からイラク戦争に踏み切ったが、その後イラク国内で大量破壊兵器は発見されず、議会、公衆の間ではイラク戦争は大統領の判断ミスによるも だと 見方が強まっている。このため一九三〇年代から六 年代まで、議会が外交におけ 受け身 消極的役割に終始してきた状況に逆戻りすることはありえない。　
議会の委員会の中で、外交政策をもっとも広く扱うのが上院外交委員会と下院外交委員会である。外交委員









ける大統領の強力な役割を指摘することは重要である。第一に、議会には調整に向けた努力といった点で大きな困難があり、そのために、米外交政策への議会の関与が効果薄だったり、望ましくない結果を生むことがしばしばある。議会が集団的リーダーシップを増進させるまでは、大統領のイニシャチブ 反応するだけの機関でありつづけ だろう。第二に、外交政策への議会 関与は、比較的に弱い大統領が政権にあるときに強化されてきた。ニクソンはウォーターゲート事件で消耗しきり、後を継いだフォードは消極的な、受動 大統領になり、カーターの正直さそのもののやり方はすぐに議会の不和を招いた。それでも の権限は依然強力で、レーガンが実証してみせたよ に、強力なリーダーシップ も 、大統領の権限が回復した。　
第三に、危機的局面にあっては、大統領が優勢になる傾向が強い。国家の非常時、とくに湾岸戦争で明らか
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